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道路関係四公団民営化の経緯
平成13年12月19日 ＜閣議決定＞特殊法人等整理合理化計画

・日本道路公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団、本州四国連絡橋公団は廃止
・内閣に置く「第三者機関」において一体として検討

平成14年12月 6日 ＜道路関係四公団民営化推進委員会＞意見書
・新たな組織のあり方、今後の道路建設、関連公益法人、ファミリー企業の改革・管理コストの削減等

同年12月17日 ＜閣議決定＞道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について
・建設コストの削減等直ちに取り組むべき事項、平成15年度予算に関連する事項、今後検討すべき課題
等を整理した上で、改革の具体化に向けて、所要の検討、立案等を進める

平成15年 3月25日 ＜第3回道路関係四公団民営化に関する政府・与党協議会＞
道路関係四公団民営化に関し直ちに取り組む事項について
・コスト削減計画の策定、関連法人の抜本的見直し、公団における民間経営ノウハウの導入

同年12月22日 ＜第5回道路関係四公団民営化に関する政府・与党協議会＞
道路関係四公団民営化の基本的枠組みについて
・「民間にできることは民間に委ねる」との基本原則に基づき
①約４０兆円に上る有利子債務を確実に返済
②真に必要な道路を、会社の自主性を尊重しつつ、早期に、できるだけ少ない国民負担の下で建設
③民間ノウハウ発揮により、多様で弾力的な料金設定やサービスを提供

平成16年 6月 ２日 道路関係四公団民営化関係４法 成立
・高速道路株式会社法
・独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法
・日本道路公団等の民営化に伴う道路関係法律の整備等に関する法律
・日本道路公団等民営化関係法施行法

平成17年10月 1日 高速道路株式会社、(独)日本高速道路保有・債務返済機構設立
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附則第二条 政府は、この法律の施行後十年以内に、日本道路公団等民営化関係法の施行の状況
について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

【目的】
○約40兆円に上る有利子債務を確実に返済
○真に必要な道路を、会社の自主性を尊重しつつ、早期に、できるだけ少ない国民負担で建設
○民間ノウハウ発揮により、多様で弾力的な料金設定や多様なサービスを提供

【日本道路公団等民営化関係法施行法（抄）】

平成17年10月 道路関係四公団民営化

これまでの対応状況などに関して、機構・会社において自己点検を実施した上で、「高速道路
機構・会社の業務点検検討会」を設置し、意見を頂く。その結果を国土幹線道路部会に報告。

【業務点検の進め方（案）】

平成27年10月 道路関係四公団民営化から10年

平成27年5月～ 高速道路機構・高速道路会社の業務点検を実施
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高速道路機構・高速道路会社の業務点検について（案）



道路関係四公団民営化の枠組みの概要

○ 約４０兆円に上る有利子債務を確実に返済

○ 真に必要な道路を、会社の自主性を尊重しつつ、早期に、できるだけ少ない国民負担で建設

○ 民間ノウハウ発揮により、多様で弾力的な料金設定や多様なサービスを提供

民営化の目的

【民営化の概要】

【会社】 高速道路の建設・管理・料金徴収

東日本高速
道路株式会社

首都高速
道路株式会社

阪神高速
道路株式会社

本州四国連絡
高速道路株式会社

西日本高速
道路株式会社

中日本高速
道路株式会社

日本道路公団
首都高速
道路公団

阪神高速
道路公団

本州四国
連絡橋公団

【機構】 高速道路の保有・債務返済

独 立 行 政 法 人 日 本 高 速 道 路 保 有 ・ 債 務 返 済 機 構

平成17年10月1日 民営化
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全国高速路線網図
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道路関係四公団民営化後の高速道路事業スキーム

【会社と機構による高速道路事業の実施スキーム】

協 定

資産の帰属・

債務の引受・ 資
金
の
借
入
れ

建 設

管 理

料 金 徴 収

大臣許可

会 社

（効率的な事業の実施）

高速道路の保有

債 務 返 済

機 構

（確実な債務返済）

大臣認可

（承継債務及び新規引受債務）

貸付け

貸付料の支払

○会社は、債券・借入金にて新たな建設を行い、完成後に資産と債務を機構に移行

○機構は、会社から料金収入を原資とする貸付料を得て、債務を返済

※平成２６年５月の道路法等の一部改正により、料金徴収期間を延長
（料金徴収期間：平成77年9月30日まで）
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高速道路会社の主な事業内容

高
速
道
路
会
社
の
事
業

高速道路事業

関連事業

新設・改築

維持・修繕・災害復旧

料金収受・交通管理等

ＳＡ・ＰＡ事業

駐車場事業

トラックターミナル事業

不動産開発事業 他

道路の新設、維持、調査等の受託
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※高速道路会社法第5条第1項1～2号の事業
並びにこれに附帯する事業

※高速道路会社法第5条第1項3～5号の事業
並びにこれに附帯する事業、及び第5項の事業



国土交通大臣の関与 特徴 課税

高速道路事業 許可

・計画上は利益は出ない仕組み
（結果的に損益は出る）

・無料開放後は、本来道路管理
者へ移管する事業

・高速道路にかかる固定資産税、
不動産取得税等は非課税

関連事業

届け出
（高速道路事業及び利用者の
利便に供する休憩所・給油所そ
の他の施設の建設・管理に支
障のない範囲内）

・通常の会社と同様に利益を上
げる事業

・無料開放後も含め、将来的に
は会社の経営基盤となる事業

・通常の会社と同様に課税

高速道路事業と関連事業の比較

（注）高速道路会社法により、高速道路事業とその他の事業（関連事業）の会計を区分することが義務づけ。

※

※国土交通大臣は、高速道路事業及び関連事業について、毎年度、事業計画を認可。
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高速道路会社・機構の概要
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（H27.4.1 現在）
東日本高速道路 中日本高速道路 西日本高速道路 首都高速道路 阪神高速道路 本州四国連絡 (独)日本高速道路

株式会社 株式会社 株式会社 株式会社 株式会社 高速道路株式会社 保有・債務返済機構

イワサ　　ヒロミチ サムラ　シュンイチ ヤマナカ　マコト ワタナベ　カツアキ モリシタ　シュンゾウ

岩沙　弘道 茶村　俊一 山中　諄 渡辺　捷昭 森下　俊三 － －

（三井不動産㈱） （Jフロントリテイリング㈱） (南海電気鉄道㈱) （トヨタ自動車㈱） (NTT西日本㈱)
ヒロセ　ヒロシ ミヤイケ　ヨシヒト イシヅカ　ヨシナリ スガワラ　ヒデオ ヤマザワ　トモカズ ミハラ　シュウジ セヤマ　ヒロタダ

廣瀨　博 宮池　克人 石塚　由成 菅原　秀夫 山澤　俱和 三原　修二 勢山　 直

（住友化学㈱） （中部電力㈱） (㈱住友金属) （東京都） (㈱阪急阪神ホテルズ) (川崎重工業㈱) （東京海上日動火災保険㈱）

取締役数※１  ・理事数 6名 5名 6名 5名 6名 3名 4名

監査役数・監事数 4名 4名 4名 4名 3名 3名 2名

社員数・職員数※２ 2,196名 2,126名 2,376名 1,069名 667名 364名 83名

本社所在地 東京都千代田区 愛知県名古屋市 大阪府大阪市 東京都千代田区 大阪府大阪市 兵庫県神戸市 神奈川県横浜市

資本金 525億円 650億円 475億円 135億円 100億円 40億円 55,341億円

出資割合（国：地方） 100：0 100：0 100：0 50：50 50：50 67：33 73：27

3,820km 1,979km 3,453km

(42路線） （22路線） （50路線）

利用台数
（H25年度実績）

280万台/日 194万台/日 279万台/日 95万台/日 74万台/日 11万台/日 －

建設延長
（新設区間）

166km 265km 102km 19km 14km － －

16,206億円

（貸付料収入）

ＳＡ・ＰＡ数
（上下線別に計上）

311箇所 197箇所 301箇所 20箇所 14箇所 19箇所 －

ＳＡ・ＰＡ総売上額
（H25年度実績）

1,489億円 1,868億円 1,509億円 28億円 8億円 96億円 －

項目

組織情報

取締役会長（非常勤）
（出身会社等）

代表取締役社長（理事長）
（出身会社等）

事業情報

管理延長 311km 259km 173km 9,991km

高速道路料金収入
（H25年度実績）

6,589億円

※２　平成27年3月31日現在。社員数・職員数は就業人員（法人内から法人外への出向者を除き、法人外から法人内への出向者を含む。）であり、臨時社員・臨時職員は含まない。

※３　西日本の管理延長には管理有料道路である関門トンネル（3.9ｋｍ）を含むため、機構の延長と一致しない。

5,114億円 6,055億円 2,544億円 1,733億円 653億円

※１　取締役会長（非常勤）を除く。

※３※３※３※３※３※３※３※３※３※３※３※３
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